
通報者

通報窓口

コンプライアンス室長
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最高管理責任者

学 長

統括管理責任者（理事） 公的研究費不正使用防止計画推進委員

会

③予備調査を必要とする場合

予備調査

【調査事項】

・通報の信憑性

・通報内容の合理性

・調査可能性等

・調査すべきか否かの判断

④予備調査の指示を受けた日から14日以内に予備
調査結果を学長に報告

最高管理責任者

学 長 通報者
⑥本調査実施の有無を通知

配分機関

⑥本調査を実施する
場合の報告

通報者
③’調査の必要がない場合：通知

②報告

・部局の長又は部局の長に代わる者

⑤学長は通報の受付から30日以内に通報等の
内容の合理性を確認の上、調査の要否を判断

①通報

⑦本調査を必要とする場合⑧学長は調査の実施を決定した場合速やかに調査

委員会を設置し、速やかに事実関係を調査させる

調査委員会

【調査事項】

・不正使用の有無

・関与した者及びその関与の程度

・不正使用の相当額等

委員長：学長が指名する副学長

・委員長が指名する教育職員 若干名

・委員長が指名する事務職員 若干名

・弁護士又は公認会計士等 若干名

・その他委員長が必要と認めた者 若干名

構成

調査の対象職員等

⑨関係資料の提出、事

実の証明、事情聴取等

⑫本調査開始から90日以内に認定結果
を学長に報告

調査の対象職員等及び通報者
⑬調査結果の通知

⑬’調査結果の異議申立て

（通知日から14日以内）

再調査
（調査委員会）

⑭再調査の報告

（再調査開始から30日以内に報告）

異議申立者
⑭’結果の通知

再度意義申立てをすることはできない

最高管理責任者

学 長

最高管理責任者

学 長

最終報告書

（調査委員会）

⑭’結果の通知

調査の対象職員等、通報

者、関連する部局長等

⑯最終報告書に基づく

調査結果の通知

⑯最終報告書に基づく調査結果の通知

配分機関

マスコミ等

⑯調査結果の公表

⑬’異議申立てがあった場合（悪意に基づく通報を含む。）

⑮提出

原則として通報の受付から210日以内に報告

【不正があったと認定された場合】

・研究費の返還命令

【悪意に基づく通報と認定された場合】

・当該通報者の氏名の公表

⑯懲戒等の必要がある場合

措 置

公的研究費に係る不正使用の対応フロー図（九州工業大学）

⑪調査した内容を通知

⑩悪意に基づく通報と判断した場合、調査委員

会はただちに調査を中止し学長に報告

⑪’意見がある場合通知から14
日以内に調査委員会に提出

監事

⑦本調査実施を通知


